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N R I  N E W S

センター（1972年から野村コンピ
ュータシステム）が、大型コンピ
ュータを共同利用する形で1969年
に提供を始めた「給油所事務処理
システム」である。これに続いて
1970年には会計事務所システムの
共同利用も始まった。その後、酒
類・食品のEDI（電子データ交換）
システム（1975年）や、自動車整
備工場システム（1980年）、EDI
を活用した流通業界向けVANサ
ービス（1981年）などが次々と開
始された。
その当時、これらの産業では金
融業界に比較すると電子化が進ん
でおらず、またコンピュータも高
価であったことから、自社でシス
テム対応をするのは難しかった。

産業分野向けに始まった
共同利用型サービス
NRIには金融業界向けの良い
ASPサービスがあるなどとよく
いわれる。これは前身の野村コン
ピュータシステム時代の1974年に
オンラインサービスが開始された
証券会社向け総合バックオフィス
システム「STAR」や、2009年に
ASPサービス化された（サービス
そのものは1998年にパッケージと
して提供開始された）投信販売業
務ソリューション「BESTWAY」
などを念頭に置いてのことと思わ
れる。
しかし、意外に思うかもしれな
いが、NRIのASPサービスの原点
は産業分野にある。野村電子計算

そのためASPサービスを利用す
るメリットが大きかったのである。
ところが、1970年代の後半に入
るとこのような状況が変わってき
た。市場の拡大や企業規模の拡大
に伴い、共同利用型の汎用サービ
スでは対応できない、各企業別の
ニーズが増えてきたのである。そ
して製造業、食品の製造・卸・小
売り、飲料、アパレル、石油卸な
どの顧客から自社システム構築
（SI）の案件を多く受注するよう
になった。これら日本を代表する
企業の顧客とは今日まで長く取引
が続いている。日本の最大手コン
ビニエンスストアであるセブン─
イレブンの受発注システムの構築
を最初に受注したのも、1978年の
ことである。

金融業界向けサービスの発展
（1）	証券・保険分野は受託開発から
産業分野で共同利用型サービス
が利用されていた1970年ごろ、金
融業界の各社が手掛けた事務作業
のIT化の領域はさまざまであり、
自社でシステムを開発することが
普通だった。そうした事情から、
金融機関の顧客からの案件はほと
んどが受託開発であった。現在の
NRIの母体は、1965年に野村證券
の調査部門が独立した旧野村総合

野村総合研究所（NRI）のソリューション部門は、その
前身である野村コンピュータシステムの時代から各業界向
けにさまざまなサービスを提供し、1988年の合併後は調査・
コンサルティングと融合させたサービスへと進化させてい
った。主なものは次の 4点である。①NRIのASPサービ
スの原点は産業分野にある。金融分野では「STAR」が始
まり。②ネットワーク基盤革新、オープンシステム、イン
ターネットにも先進的に対応。③システムサービス＋
BPOサービスで相乗効果を向上。④調査・研究活動で制
度設計やマーケット創造を支援。「ナビゲーション×ソリ
ューション」でお客様支援を推進。

齊藤春海

NRIの挑戦（サービスモデル編）



145NRIの挑戦（サービスモデル編）

研究所と、1966年に同じく野村證
券の計算部が独立した野村電子計
算センターであり、野村電子計算
センターは野村證券のシステム開
発と運用を任されていた。これが
証券業界向けのさまざまなサービ
スの開発と顧客の拡大につながっ
た。その後も、野村證券と関係の
深かった生命保険会社のシステム
を受託開発することを通じて生命
保険の業界や業務ノウハウを学
び、大手の損害保険からの受託開
発も手掛けるようになった。同様
につながりの深かった大東京火災
海上保険（現あいおいニッセイ同
和損保）のシステム開発の経験は、
大手損害保険会社の仕事につなが
っている。
このように、NRIの金融業界向
けサービスの源流は野村グループ
にあり、その中でしっかりとノウ
ハウを学んだことが現在のNRIを
作ったといえる。

（2）	証券業界のための
	 汎用サービスへ
野村證券のシステム開発を受託
する中で、野村證券系列の証券会
社や地方の地場証券会社から、共
同の証券バックオフィスシステム
を希望する声が寄せられるように
なった。これに応えて1974年にサ

ービスを開始したのが、先にも記
した「STAR」である。これが証
券業界における日本で最初の
ASPサービスである。「STAR」
サービスの開始と同時に、自己勘
定取引のためのトレーディングシ
ステムや、ミドルオフィス周辺の
共同サービスを求める声が高まっ
た。今の資産運用支援サービス
「PLEIADES」や投資情報提供支
援サービス「e─AURORA」、証券
STPネットワークソリューション
「SmartBridge」などはこの流れ
をくむものである。

（3）	新たなサービスを次々に開発
1980年に入ると証券市場が活況
を呈し、いわゆるホールセールビ
ジネスが拡大していった。外資系
証券会社の参入が加速したのもこ
の頃である。そこで開発されたの
が、外資系証券会社向けの証券バ
ックオフィスシステム「I─STAR」
である。
1990年代になると、規制緩和に
より、中期国債ファンドに代表さ
れる個人マーケット向けの投資信
託が次々と開発され、投資信託運
用会社での管理が追い付かなくな
る事態が生じた。そこでミドル・
バックオフィス業務システム「T
─STAR」が提供されることにな

った。
1998年には、いわゆる金融ビッ
グバンによって銀行、保険会社、
証券会社の垣根が取り払われ、銀
行と保険会社での投資信託の窓販
が解禁された。これに合わせて提
供されたのが「BESTWAY」で
ある。

システム基盤プロダクトへ
の展開
各種のシステムやASPサービ
スを開発していく中で、当然なが
ら開発基盤の共通化と開発生産性
向上の必要性が高まってくる。そ
こでNRIの情報技術部門は、社内
および各社でばらばらであった開
発基盤を共通化するための基盤プ
ロダクトの開発に取り組んだ。
最初の取り組みは、1980年代後
半に開始されたネットワーク基盤
技術の革新とサービス化である。
NRIが当時手掛けたVAN事業は、
当時としては最先端のパケット交
換網を採用した画期的なサービス
であった。システム運用を効率化
する運用ツール（現在の「千手」
など）もそろってきた。また、金
融機関の第 2次、第 3次オンライ
ン化やBPRを手掛ける中で気付か
された、マルチベンダー環境でオ
ンライン処理をいかに効率化する
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かという課題に取り組んだ。こう
して生み出されたのが、Win-
dowsサーバーやUNIXサーバーの
ミドルウエア、システム共通基盤
ソリューション「Infoworks」、オ
ープン系システムプラットフォー
ム「infoSTAR」、そして開発生産
性を向上させるための開発フレー
ムワーク製品「ObjectWorks」で
ある。

新たなビジネスモデルへの
挑戦
1990年代のインターネット黎明
期、NRIはインターネットの可能
性を確かめるための研究開発や社
会実験を他社に先駆けて開始し
た。新たに立ち上げた「新社会シ
ステム研究センター」では、当初
は海外事例の調査や社内の研究開
発を行っていたが、「ブルーオー
シャン（競争のない未開拓市場）」
を求め、政府機関や大学、先端的
な企業と共同でさまざまな取り組
みを行った。たとえば1995年には、
情報社会のインフラ構築のための
社会実験をコーディネートし研究
開発を支援するために、慶應義塾
大学と共同で「サイバー社会基盤
研究推進センター」を設立した。
同じく1995年には、「電活クラ
ブ」と名付けたインターネットモ

ール（仮想商店街）を構築したり、
ホテル会社、カード会社、旅行会
社、銀行、新聞社などと共に、ネ
ット予約・販売・決済などの実証
実験を行ったりした。
米国のベンチャー企業、日本の
大手銀行と一緒にサーバー型電子
マネー（金銭の価値をサーバーで
管理するサービス）の実験も行っ
た。筆者もそのプロジェクトにか
かわっていたが、思い出に残って
いるのは携帯電話にダウンロード
した着メロの決済をネット上で行
うものである。インターネットの
商用利用が始まって間もない頃
で、ネット上でデジタルコンテン
ツを買ってネット上で決済すると
いうモデルとしてはおそらく最初
のものであった。
NRIはこうしてさまざまな挑戦
をしたが、残念ながら自身がネッ
ト企業となることはできなかっ
た。しかし、そこで一緒に実証実
験に取り組んだ企業が、今やネッ
ト企業の雄として現在もNRIの顧
客となっている。
また、いち早く情報社会に向け
た挑戦をした経験は現在のNRIグ
ループの礎にもなっている。NRI
セキュアテクノロジーズ、NRIサ
イバーパテントといったグループ
会社は、まさにこの挑戦の時代に

産声を上げたのである。

ビジネスサポートサービス
への進出
昨今は、システムのサポートだ
けでなく、その周辺の作業を含め
たサービスへのニーズが高まり、
NRIも各種のBPOサービスを開始
している。たとえば、投資信託運
用会社のミドル・バックオフィス
業務において、投信基準価額を算
出したり、各種運用報告書を作成・
送付したりするなどの高度なノウ
ハウが求められる業務プロセスを
BPOサービスとして提供するグ
ループ会社を設立している。2014
年には、証券関連ソリューション
サービスとBPOサービスの相乗
効果を高めるため、BPOサービ
スを専門とするだいこう証券ビジ
ネスとの連携も強化している。

提言・提案までのトータル
ソリューション
2014年に始まりブームになった
NISA（少額投資非課税制度）に
ついては、NRIは制度の手本とな
った英国のISAに2005年頃から注
目して調査・研究を続け、さまざ
まな業界や関係当局の方々と意見
交換したり、制度設計をご支援し
たりした。日本にはない金融サー
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サービス、マイナンバーを厳格に
管理するサービスなど、さまざま
なサービスで顧客を支援するつも
りである。これらこそ、NRIが標
榜する「ナビゲーション×ソリュ
ーション」の典型的な事例といえ
る。

すべてはお客様と共に
こうしてNRIのサービスモデル
の変遷を振り返ると、ASPサービ
スから個社対応の受託開発へとい
う流れがあり、逆に受託開発から
汎用のASPサービスへという流
れもあったことが分かる。また、
システム開発の経験はシステム基
盤プロダクトの開発へとつながっ
た。さらに、コンサルティングの
内容を踏まえたシステム運用、各

ビスを調査し紹介するとともに、
NISAに対応した金融機関向けソ
リューションを開発・提供するこ
とで、新たな証券マーケットを創
造する手伝いをすることができた。
マイナンバー制度に関しても、
NRIは関係当局などと共に検討や
議論を重ねてきた。2015年の10月
からは、国民一人一人にいわゆる
マイナンバー（個人番号）が通知
されることでこの制度が動き出
す。2016年 1 月には、税と社会保
障に関する行政手続きの書類にマ
イナンバーが記載されるようにな
り、金融所得一体課税の対象も拡
大される。NRIは、これらの制度
に対応するためのコンサルティン
グサービスやシステムサービス、
マイナンバー収集・登録のBPO

社共通業務のBPOサービス、新
たなマーケットや制度の提案とそ
れをサポートするソリューション
の提供まで、NRIのサービスモデ
ルは求められるものに応えながら
どんどん進化してきたといえる。
ここまでNRIが育ってこられた
のは顧客のおかげである。これに
報いるためにも「顧客と共に栄え
る」というNRIの原点を絶対に忘
れてはいけないと筆者は思う。
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